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占領期文部省における生徒会論の成立過程に関する一考察
―戦後公民教育構想から『新しい中学校の手引』まで―

猪　股　大　輝

はじめに

本稿は、占領期の文部省著作において提唱された
生徒会論の成立過程の検討を通じ、今日の中・高等
学校の学習指導要領にも含まれている生徒会活動
が、どのような経緯で、また、いかなる理念のもと、
日本に導入された教育方法であったか、明らかにす
ることを試みるものである。なお、本稿でいう生徒
会論とは、明示的に「生徒会」という名称を用いて
論じられたものだけでなく、その性格上、後の「生
徒会」と連続すると考えられる諸組織（学校自治委
員会・生徒自治委員会など）に関して論じられたも
のを含む。

本稿では、以上の点を明らかにするため、検討時
期を文部省内で公民教育構想が始まる1945年９月末
から、戦後文部省著作で初めて「生徒会」という用
語を使用した『新しい中学校の手引』が発刊された
49年２月までとする。また、本稿では、生徒会論
の成立過程をより詳細に明らかにするため、後述の
先行研究では扱われてこなかったGHQ／SCAP文
書１）を含む多数の一次史料を用いる。

本稿が対象とする占領期文部省における生徒会論
を直接扱った先行研究は管見の限り存在しないが、
関連する研究として、藤田昌士の研究２）が存在す
る。藤田は、戦後初期の文部省著作に見られる生徒
参加論を分析し、その参加論は「『民主的公民』と
なるべき生徒の自主自律性を育成する方法」、すな
わち「『教育方法としての参加』として特徴づけら
れる」３）と論じている。

戦後初期の生徒会論は、藤田の研究する生徒参加
論の中に含まれているため、以上の指摘は本稿の参
照軸となる重要なものである。しかし、生徒会論研
究の観点からみると、藤田の研究には、使用資料の
不足からくる課題がある。特に、藤田は、最初期の
生徒会論を含む、47年１月に刊行予定であった『中
等学校青年学校公民教師用書（続）』、ならびに、47

年６月発刊の『学習指導要領 社会科編Ⅱ』へ言及
していない。このため、本稿が着目する生徒会論が、
49年２月発刊の『新しい中学校の手引』の分析で
初めて登場する形となっており、それ以前の文部省
内における議論が全く看過されている。本稿は、こ
うした不足を補い、占領期文部省において、いつ、
どのような内容で生徒会的組織の構想が生まれたの
か、それが、いかに1949年以降の「生徒会」論へと
接続したかをより詳細に考察するものである。

また、占領期の生徒会（生徒自治会）に関する先
行研究としては、喜多明人４）や、冨岡勝５）による
研究がある。両氏の研究はいずれも、学校沿革史や
学校新聞を主要史料とし、喜多は神奈川県につい
て、冨岡は京都府について、生徒会（生徒自治会）
の成立過程を研究したものである。両研究とも、本
稿が対象とする生徒会論の実際化の過程を見る上で
多くの知見を与えてくれるが、いずれも、文部省の
生徒会論そのものを対象とした研究ではない。

以上の先行研究の現状を踏まえ、本稿は、占領期
文部省における生徒会論を主題とし、その成立過程
を一次史料に基づいて詳細に確認するものである。

本稿は、次の構成によって進められる。まず、第
一節では、終戦直後の45年９月から47年にかけて文
部省内で進められた公民教育－総合社会科構想にお
ける、萌芽的生徒会論を確認する。特に、先行研究
ではほとんど注目されてこなかった『中等学校青年
学校公民教師用書（続）』における「学校自治会」や、
47年の『学習指導要領 社会科編Ⅱ』における「生
徒自治委員会」の議論に着目し、その内容を分析す
る。

続く第二節では、以上の議論の流れをくみなが
ら、各地の中等学校で実践されていた生徒自治会の
活動を参照し作成された『新しい中学校の手引』の
成立過程、及び生徒会論を分析する。同書は、戦後
文部省著作の中で初めて、「生徒会」という単語を
用いたものである。また、課外活動を「特殊教科活
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動」として課程内に組み入れる構想を公式に表明し
た最初の著作でもある。こうした単語は、以降に続
く『新制中学校高等学校望ましい運営の指針』や、

『中学校高等学校の生徒指導』、『中学校高等学校管
理の手引』における議論でも若干名称を変えつつ引
き続き、利用される。また、単に単語の発案に留ま
らず、同書の生徒会論の内容は、以降の文部省著作
における生徒会論と相当に類似した内容を有してい
る。ゆえに、本稿では、同書の生徒会論を、同時期
の文部省における生徒会論の典型として把握する。
また、同書は、史資料の残存状況から、他著作と比
べて成立過程をより詳細に確認することができる。
ゆえに、本稿では『新しい中学校の手引』を中心史
料とし、議論をすすめる。
「おわりに」では、占領期文部省における生徒会

論の成立過程とその特徴について、以上の議論をま
とめることで結論に代える。

なお、本論を始める前に、本稿の対象について付
言する。本稿は、主要史料として『新しい中学校の
手引』を用いるため、議論の主たる対象を新制中学
校に限定するものと考えられるかもしれない。しか
し、本稿は、新制中学校のみならず、広く中等学校
全般、すなわち旧制では中学校・高等女学校・実業
学校・青年学校など、新制では中学校・高等学校の
すべてを視野にいれた研究である。なぜなら、『新
しい中学校の手引』に見られる生徒会論は、上述の
通り、新制高等学校を含む中等学校全体について論
じた他の文部省著作における生徒会論と内容的類似
性を有する典型的なものと考えられるため、対象を
新制中学校に必ずしも限定する必要はない。また第
一節で扱う公民教育構想についても、その結実とし
て本稿が使用する『中等学校青年学校公民教師用
書』は、タイトルの通り、中等学校と青年学校の両
者を対象とするものだからである。

１�．公民教育構想における萌芽的生徒会論

⑴　公民教育構想と「公民的実習」
終戦直後から、文部省内では戦後教育の再構築を

見越した議論が開始された。片上宗二が指摘する
通り、この議論の中で「公民教育の振興はその最
も重視されたものの一つであった」６）。1945年「９
月20日前後」７）に、マッカーサーの副官フェラーズ

（Bonner Fellers）と文部大臣前田多門の間で、「日

本にシビックスをつくりあげ」８）る、という戦後教
育の方針が合意されたことを契機とし、公民教育構
想は同年９月27日、増田幸一図書監修官による「公
民教育ニ関スル調査」９）から省内で本格的に進めら
れる。

特に、同年11月１日に戸田貞三を委員長として、
「新事態ニ即応スル公民教育ノ刷新改善ヲ図ル為」10）

に設置された「公民教育刷新委員会」における２ヶ
月８回に渡る議論は、この構想に具体的な輪郭を
与えた。その結実として同年12月22日・29日に相次
いで文相前田に提出された「公民教育刷新ニ関スル
答申第一号」、同「第二号」は、公民教育構想の背景、
目的、課程、方法に至るまで網羅的に論じたもので
あった。

同答申の内容を、本稿の関心から整理すると、そ
こには、いわゆる教科学習としての「公民科教育」
と並んで、早くも、校友会活動や課外活動を公民教
育の一環として組み込む「公民的実習」が論じられ
ていることを確認できる。同答申の「第一号」は、

「公民教育ノ目的ヲ達成センガ為ニハ、学校組織運
営ノ全体ガ公民的実践ニ好適ナル場トナラネバナラ
ヌ」と述べた上で、「生徒代表。級長（組長）、班長
等ノ選挙」や、「寄宿舎、消費組合、農場、図書室
等ノ生徒ニヨル自治的管理及経営」、「校友会〈中略〉
ニ於ケル責任アル自治的運営」などを具体的な方法
として取り上げている。

ところで、このように、従来課外活動とされ、教
科の学習から分離されてきた活動を公民教育の課程
内に含みこむ理論は、構想が依拠する戦前教育への
批判から導出されたものである。答申の「第一号」
が述べるように、戦後公民科は、戦前の「各人ノ自
発性」を軽視し、かつ「徳目ノ教授」、「社会的知識
技能ノ習得」、「実践」を「抽象的ニ分離」する傾向
への批判の上に成立したものである。ゆえに、「各
人ノ自発性」を涵養するような、公民教育の「実践」
たる「公民的実習」は、「教授」や「知識技能ノ習得」
たる「公民科教育」と一体のものとして構想される
必要があったのである11）。

以上のように教科学習と「公民的実習」を一体
的に捉える理論は、以降、46年末まで続く公民教育
構想において一貫して引き継がれる。例えば、46年
５月７日の文部省通達「公民教育実施に関する件」
では「公民教育実施上の注意」として「公民科の授
業に限らず学校の内外に亙る生徒の生活環境を通し
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ておのずから公民的精神、性格を育成するやうに公
民教育の生活化と社会化とを図ること」が明記さ
れ、その具体例として「特に校友会、課外活動其他
の学校行事の活発な運営」があげられる12）。また、
同通達において、「完成配布」が予告された「教師
用指導書」として、46年10月22日に発刊された『中
等学校青年学校公民教師用書』（以下『教師用書』）
では、「中等学校における公民教育」として、「教室
における公民教育」と「公民的実習」が併記され、「こ
れを効果あるやうに統一して実施して行かなくては
ならない」13）としている。同書における公民的実習
の具体的な内容は、上述の「答申」であげられた具
体例をほぼ踏襲している。

以上のように、終戦直後から始まる公民教育構想
には一貫して、「公民的実習」の発想が含まれてい
た。しかし、その活動のための学年横断的な生徒組
織として、これも一貫して「校友会」が想定されて
いたことは、本稿の関心上、見逃し得ない点である。
校友会は、クラブを基盤とした生徒組織であり、学
級（後にはホームルーム）を基盤とし選挙によって
代表を決定する生徒組織たる生徒会的組織とは別個
のものである。「公民的実習」の構想においても、
学級を自治的に経営するための生徒代表の選挙は想
定されているが、それと校友会との結びつきは語ら
れない。では、公民教育構想の中には、本稿が着目
する生徒会的組織の構想は存在しなかったのか。

⑵　『中等学校青年学校公民教師用書（続）』に
おける学校自治会
前項で指摘したとおり、戦後公民教育構想の中に

一貫して論じられた「公民的実習」は、学年横断的
な生徒組織として「校友会」を想定していた。しか
し、これまで殆ど触れられてこなかった『教師用
書』の未刊の続編、すなわち同書末尾において、「な
ほ本書の『第三章、生徒の活動』は現在準備中であ
る」14）と予告されていた『中等学校青年学校公民教
師用書（続）』15）（以下『教師用書（続）』）には、校
友会ではない生徒組織、すなわち、「学校自治（委員）
会」の構想が存在しているのである。

同書は、1947年度から「社会科」の導入が濃厚と
なりつつあったことを理由に却下されていた「公民
科教科書」16）の代替として、46年９月頃から作成が
開始されたものと考えられる17）。同書は46年12月中
旬には原稿が完成したと見られ 、校正刷り、印刷

発行の手はずまで整っていたが、ここでCIE側から
発刊についてストップがかかり、47年２月10日、正
式に発行停止が伝えられた18）。片上宗二によれば、

「その理由は、いうまでもなく社会科の導入が内定
し、学習指導要領もほぼ完成し、社会科の実験授業
も開始されるという情勢の変化を考えてのことで
あった」19）。

同書は、「学習に効果をもたらすよう」な「生徒
の問題解決の活動の例」を計11の主題20）ごとに、そ
れぞれ箇条書きで列挙したものである。本稿が着目
する「学校自治会」の構想は、同書の「⑶学校生活」
の活動例として取り上げられている。例えば、次の
活動例がそれである。

学校自治会を作ることができるかどうか、準備
委員をあげて研究してみること。〈中略〉学校
自治委員会は学校管理の仕事に取って代わるた
めではなくて、生徒の問題の管理を助けるため
に計画されたものだということを忘れてはなら
ない。種々の団体の根本規約を研究したのち、
学校自治会の根本規約を作ること。合法的な方
法でこの規約を採用したり拒否したりするこ
と。この規約の中に自治委員会の役員となる資
格を規定すること、学校自治委員の選挙を行う
前に正しい選挙運動を行うこと。最近の議員選
挙に用いられた選挙方法に従うこと。選挙のの
ち、自治委員会を作ること21）。

以上の通り、校友会とは別様の新たな生徒組織と
して「学校自治会」を設立する活動が、「学校生活」
の単元内で行われる「問題解決の活動例」としてあ
げられている。この「学校自治会」は、根本規約を
持ち、選挙による生徒からの役員選出を基礎として
いる点で、今日の生徒会的組織の原型であると考え
られる。

また、その活動の範囲について、「学校自治委員
会は学校管理の仕事に取って代わるためではなく
て、生徒の問題の管理を助けるために計画された」
と明記されていることも注目に値する。このよう
に、生徒会的組織の活動範囲を学校管理業務と切り
分ける発想は、第二節において扱う『新しい中学校
の手引』を含む、49年以降の文部省著作における生
徒会論にも引き継がれる論点である。

では、この「学校自治会」は、いかなる文献から
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着想を得たのか。本稿では、46年３月の『米国教育
使節団報告書』にその一端をみたい。

周知の通り、同報告書は戦後教育改革の基礎的資
料とされたものであったが、同報告書の中に、「学
校自治会」につながる記述を一箇所認めることがで
きる。それは「第４章 教授法と教師養成教育－公
民教育の授業の実施提案」において、「民主主義的
な行動の経験」の学習法として紹介されたものであ
る。すなわち以下の通り。

民主主義的な態度は民主主義的な行動の経験を
通じて学ばれなくてはならぬ。〈中略〉学校に
よつては各学級または各集団から選挙された代
表者達が学生評議会（student council）として
役立つかもしれない。これは特に学生側の幹部
としてその権限内で行動を取り、教授会に提案
や推奨を行つてその考慮を求めるであらう22）。

以上で取り上げられている「学生評議会」と訳出
された活動23）こそが、今日でいう「生徒会」、上述
の『教師用書（続）』でいうところの「学校自治会」
であると考えられる。

ところで、当時、使節団の団員であったヒルガー
ド（Ernest R. Hilgard）の証言によれば、上述の
内容を含む箇所の原案である使節団第二委員会（教
員養成・教授法）の報告書は、フリーマン（Frank 
N. Freeman）とディーマー（George W. Diemer）
が起草したものであった24）。また、レイ（Harry 
Wray）によれば、フリーマン、ディーマーは共に、

「進歩主義教育者」であり、彼らは「進歩主義教育
による実践を強力に提言した」25）人物である。この
ことから、上記の引用に現れる「学生評議会」の紹
介は、同時期のアメリカにおける進歩主義教育の実
践を念頭になされたものと考えられる26）。

以上の議論を総合すれば、『教師用書（続）』で取
り上げられた「学校自治会」とは、米国流の新たな
教育方法として導入が図られたものであり、かつ、
その活動は、公民科の学習の一環として、すなわち、
教科課程内における、民主的な公民育成のための一
活動として位置づけられていた、ということができ
る。

⑶　1947年『学習指導要領 社会科編Ⅱ』にお
ける生徒自治委員会
以上確認してきた初期の生徒会的組織の構想を含

む『教師用書（続）』は、上述のように未刊に終わっ
た。

しかし、同書の内容のいくつかは翌1947年に発表
された社会科の学習指導要領に盛り込まれる。本稿
が着目する「学校自治（委員）会」も、「生徒自治
委員会」として『学習指導要領 社会科編Ⅱ』の内
容に組み入れられる。具体的には第９学年、単元
６「個人は、共同生活にうまく適合して行くには
どうしたらよいであろうか」の「学習活動の例」に
引き継がれる。すなわち以下の内容がそれである。

（三八）　討議に入る前に、できるだけ多くの情
報を集めて自分の学校の共同生活についてが

ママ

重
要な問題の研究を始めること。その問題の一つ
は、学校に生徒自治委員会のあることの可否の
問題だと仮定してみること。〈中略〉生徒自治
委員会に関して得られる情報をすべて、見出だ
した後、学級で、これについて討議すること。
自分の学級または学校に、学級自治委員会を求
める気持があるかどうか、また、学級または学
校の組織が、実際にできるか、どうか、をきめ
ること。

（三九）　学校当局との間の話し合いによって、
もし生徒自治委員会が必要だときまったらそ
れを組織するように実際に着手すること。〈中
略〉学級すべてがいっしょになって生徒指導者
選挙の方法、自治委員会の形式を確立するこ
と。討議を十分して後、自治委員会の形式の輪
かくや、指導者の資格をきめ、選挙の方法を規
定する「根本規約」を起草するグループを選挙
によって選出すること。この「根本規約」を、
生徒団体の投票にかけること。もしそれが通過
しなかったら、生徒の多数の意見に合致するよ
うに「根本規約」を書きなおすこと。それが承
認されるようだったら、「根本規約」に従って
選挙をやり、生徒自治委員会の設立を進めるこ
と27）。

以上の引用から明らかな通り、『教師用書（続）』
における「学校自治（委員）会」同様、「生徒自治
委員会」は、根本規約を持ち、選挙による生徒から
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の役員選出を基礎とした生徒会的組織である。ただ
し、細かく両委員会の記述を比較してみると、指導
要領の「生徒自治委員会」の記述では、同委員会の
基盤に各学級の自治委員会―「学級自治委員会」―
が存在することが、より明確化されていることがわ
かる。これは、クラブ組織を基盤とする校友会との
差異を強調するための記述であるとも考えられる。

ところで、以上のような活動は、具体的な単元学
習の一環であるため、この活動が、いかなる教育目
的を達成するための活動と考えられていたか、より
具体的に把握できる。活動を含む単元の一般目標は
次の通りである。

生徒が、個人は共同生活に進んで熱心に参加し
てその性格と人格とを発展させるものであるこ
と、また、社会の発展と進歩とは、各個人の協
力にまたなくてはならないということを理解し
て、自身の仕事や責任を、共同社会や、集団の
一員として自覚し、自分の義務を果たす態度を
養うようにさせること28）。

以上の通り、同活動を含む単元は、民主的社会に
おいて、個々人が「義務を果たす態度」を養うこと
を目的としていた。この「態度」とは、他の記述か
ら具体例をあげれば、「規則をつくるのに助力し、
規則に従う」ことや、「共通の善のために努力する」
こと、あるいは「個人各自のたいせつなことを認め
る」ことなどである。「生徒自治委員会」の活動は、
以上のような態度育成の手段として構想されていた
のである。このような目的論は、後の文部省著作に
おける生徒会論においても再論される。

また、公民教育構想を再度振り返ってみると、以
上のように、「公民的実習」という枠組みを超え、
教科学習の中に生徒組織の活動を直接組み込む発
想は、かなり早い段階から存在していたことがわか
る。例えば、46年２月19日に発足し、上述の「答申」
の内容のさらなる具体化に取り組んだ「公民教育要
目委員会」の成果である「公民教育講習会要項」の
要目案29）によれば、第３学年の「学校生活」の単
元で、「校友会」を用いた学習が組み込まれている
ことを確認できる。この構想は、公民教育構想の結
実たる『教師用書』にも基本的に引き継がれるが、
そこでも、上述の通り、「校友会」が生徒組織とし
て想定されている。

しかし、公民教育構想を引き継ぎつつ執筆された
学習指導要領社会科編では、上述のように、社会科
学習の一環として校友会ではなく「生徒自治委員
会」が組み込まれることとなる。また、これに対応
する形で同指導要領において、校友会に対する言及
は全くなくなる。以上を総合して考えると、公民教
育構想において校友会を基礎として想定されていた
活動は、学習指導要領において生徒自治委員会によ
るものへと置き換えられた、ということができる。

以上のように、初期の生徒会的組織は、民主的社
会において、個々人が「義務を果たす態度」を養う
ことを目的とし、校友会を置き換え、総合社会科の
一環に含まれるものとして結実した。

では、この萌芽的構想はその後、いかに展開した
のか。特に、今日広く用いられている「生徒会」と
いう名称はいかなる意図・経緯のもとに生み出され
たのか。この点をたどることが次節の目的となる。

２�．『新しい中学校の手引』における「生徒
会」の誕生

⑴　『新しい中学校の手引』成立の背景
『新しい中学校の手引』（以下『手引』）は、1949

年２月に出版された。同書刊行の目的について、
執筆者の一人である林部一二は後年、次のように回
想している。

中等教育課在任は１か年【注：47年９月～48年
８月】であったが、第２の思い出として残っ
ている仕事は、文部省学校教育局編「新しい中
学校の手引」〈中略〉の編集であった。新制中
学校の制度は発足したが、この新しい学校の目
的、性格、施設、設備、教育課程、教育方法な
どは何一つとして具体的に明らかでなかった。

〈中略〉そこで、新制中学校とはどんな具体的
な目標を持ち、どんな性格を持つのであるか、
それはいかに建設され、運営されていくべきで
あるのかなどについて、まず、第一に新制中学
校の校長と教師に対して、つぎに学校の管理者
や指導主事のような人々に対してじゅうぶんな
周知が必要なのである〈中略〉このような事
態を背景として作成されようとしていたのが、

「新しい中学校の手引」であり、それは真赤
な表紙で発行されたのでそれ以降しばらくは、
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“赤本の手引書”と愛称されたものである30）。

林部が指摘するように、47年度の新制中学校発足
当時、新しい学校を運営し、教育を組織していくた
めの基準はほとんど明確でなかった。これは、48年
度の新制高等学校発足時においても同様であった。
文部省は、こうした事態に対応するため、『手引』
を含む複数の著作の作成を始める31）。これらの成果
が48年以降相次いで発刊される文部省著作32）であ
る。学習指導要領発刊後の文部省では、これら著作
の作成を通じて、戦後新教育の骨格を具体化する業
務が進められた、ということができる。本稿が注目
する『手引』を含む文部省著作における生徒会論の
研究も、この一環であったと考えられる。

また、林部は、上述の言及に続けて、中等教育課
在任中の「もう一つの大きな印象」として、「中学
校教員の現職教育すなわち、研究協議会、ワーク
ショップ、講習会の開催」33）をあげていることにも
注目する必要がある34）。文部省著作の作成は、単な
る理論・文献の研究に留まらず、協議会などを通じ
て、各地の学校現場における萌芽的取り組みと、そ
の課題を研究する中で、進められたと考えられる。

ところで、喜多明人が指摘するように、46年末以
降、全国各地の中等学校には、「生徒自治会」と名
付けられた生徒会的組織の設立が、主に都道府県軍
政部教育担当官の指導のもとに進められていた35）。
文部省著作における「生徒会論」の執筆の際には、
以上のような取り組みが参照された可能性が高い。

⑵　『新しい中学校の手引』における「生徒会」
誕生の背景

『手引』は、「はじめに」で記した通り、今日広く
用いられている「生徒会」という名称を初めて用い
た文部省著作である。しかし、同書の「生徒会」に
関する記述は、初出であるにしては幾分奇妙な叙述
をもって始まる。すなわち、以下の通り。

生徒会というのは必ずしも新しく考えられたも
のではない。今日中学校程度の学校で、何らか
の形の生徒会を持っていない学校はほとんどな
い36）。

上述のように、発刊当時全国各地の中等学校には
「生徒自治会」という名称の組織が存在していた。

しかし、『手引』では、これを「生徒会」と断りな
く呼びかえ、それを「持っていない学校はほとんど
ない」とする。

では、この名称変更の背景にはどのような事情が
あったのか。『手引』内では、事情は説明されないが、
1951年に発刊された『学習指導要領（試案）一般編』
には、次のような記述が存在する。

この生徒会は、生徒自治会と呼ばれることがあ
るが、生徒自治会というときは学校長の権限か
ら離れて独自の権限があるかのように誤解され
るから、このことばを避けて生徒会と呼ぶほう
がよいと思われる。この生徒会は、一般的にい
うと学校長から、学校をよくする事がらのうち
で、生徒に任せ与えられた責任および権利の範
囲内において、生徒のできる種々な事がらを処
理する機関である37）。

上述のように、「生徒自治会」から「生徒会」へ
の名称変更は、「学校長から〈中略〉生徒に任せ与
えられた責任および権利の範囲内において、生徒の
できる種々な事がらを処理する機関」としての生徒
会的組織の性格を徹底させるためになされた変更で
あった。また、こうした生徒会観は、第一節で概観
した「学校自治会」論にもみられたし、『手引』にも、
あるいは『手引』以外の文部省著作における生徒会
論においても一貫してみられるものであった。

しかし、この記述だけでは、名称変更の事情を部
分的にしか説明できない。なぜなら、上記の記述か
らは、名称変更の意図は把握できても、名称変更を
行う必要が生じた時代背景を説明できないからであ
る。この点を明らかにするため、「生徒会」への名
称変更がいつ頃行われたものであり、その時期にい
かなる出来事があったか、確認する必要がある。

この点を明らかにする資料として、本稿では、『福
島県教育史編さん資料』に含まれる通知文を利用し
たい。具体的には、48年８月11日付で「信夫地方事
務所長」から「各中学校長」宛に通知された「「新
しい中学校の経営指針」（仮称）挿入写真等依頼に
ついて」38）である。同通知は、文部省から地方庁へ
なされた通達を、各学校へ周知したものであると考
えられ39）、当時「新しい中学校の経営指針」と仮称
されていた、後の『手引』に関連した内容を含むも
のである。
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特に、この通知内に、同時期の『手引』の作成状
況、目次構成、および簡易的な内容に関する記述が
存在することは注目に値する。この中で、「特殊教
科活動」に触れた箇所は、次の通りである。

特殊教科活動（いわゆる課外活動）劇人形芝居、
ダンス、舞踊、映画、放送、学芸会、音楽会、
運動会、遠足、自治会

0 0 0

、クラブ活動、スポーツ、
校外授業見学、旅行の場面等40）

以上の記述から明らかな通り、48年８月段階で、
後に「生徒会」と呼称される組織は依然「自治会」
と呼ばれている。すなわち、「自治会」から「生徒会」
への名称変更は、48年８月から『手引』が発刊され
る49年２月までのいずれかの時期に行われたこと
が分かる。

では、この時期の前後に、「自治会」から「生徒会」
への名称変更を促すような出来事は、何か存在しな
かったか。本稿では、この出来事として、48年を通
じて学生自治会を中心に加熱した、いわゆる「教育
復興闘争」と、その結果、同年９月に「全日本学
生自治会総連合」が結成されたことを指摘したい。
相次ぐインフレによる授業料値上げに反対する闘争
は、同年６月、114校20万人が参加する大規模スト
ライキに拡大し、学生運動の全国的組織化・政治運
動化を招来した41）。この事態に対応するため、文部
省は48年10月８日発学458号「学生の政治運動につ
いて」を通達する。「学校教育法に定める学校は、
学問教育の場であって、政治的闘争の舞台であって
はならない」として、学生運動の政治闘争化を牽制
する同通達において、文部省は、学生の自治活動に
ついても「当然学校長はじめ、教職員が責任を以て
指導すべき教育上の課題である」42）との認識を示す。
この認識は、上述の51年学習指導要領に示された生
徒会観と類似している。

また、同時期の生徒自治会に関する研究や報告を
確認すると、上述の運動に呼応し、外部の団体と通
じて活動を行う例43）、教員室の占拠を含む過激な自
治活動を試みる例44）などが報告されている。文部
省は、以上の事態への対応として、その自治活動観
を、学生自治会に対してのみならず、中等学校の生
徒自治会に対しても強調する必要に迫られたのでは
ないか。この帰結が、「生徒会」への名称変更であっ
た、と考えられる。

⑶　『新しい中学校の手引』の生徒会論
以上のような成立背景・過程をたどり発刊された

『手引』は、全15章301頁にわたって、新制中学校の
教育・運営に対して包括的な「手引」を与える内容
として結実した。そして、同書第六章「特殊教科活
動」内において、戦後初めてまとまった形の生徒会
論が記述される。『手引』の生徒会論は、生徒会の
意義・目的論に留まらず、具体的な組織体系や活動
内容まで論じたものであった。以下、この生徒会論
を、カリキュラム論、意義・目的論、組織・活動論
の順に整理する。

まず一点目について。『手引』は、生徒会を含む
「特殊教科活動」について論じるにあたり、次のよ
うな言及から始める。

我々がうけた学校教育を振り返つて見るとき、
多くの正規の学科よりも、学校における特殊活
動の方が、はるかに多くわれわれの人格の陶冶
に影響したということが分かる。こう考えてみ
ると〈中略〉特殊教科活動は教科課程外にある
ものというよりは、むしろ教科課程そのものと
見做すべきである。こういう理由で、従来言い
なれた、「課外活動」という呼び方をしないで、
これを「特殊教科活動」と呼んだ方がよいと考
えられるのである45）。

このように、正課の教科学習と、課外活動の分離
を批判し、両者の統一的把握をうたう発想は、第一
節で論じた公民教育構想にも見られた。しかし、『手
引』では、さらに一歩進んで、両者がともに「教
科課程」の範疇に含まれることを明言し、この意
義を強調するために「課外活動」（Extra-curricular 
activities）を「特殊教科活動」（Special curricular 
activities）と呼びかえている46）。本稿が着目する「生
徒会」も、特殊教科活動の一部に含みこまれること
で、社会科内の一活動ではなく、より一般的な活動
として課程化されたといえる。

次に、二点目、すなわち、「生徒会」は、いかな
る意義・目的論のもとに把握されていたか、につい
て。『手引』は、次の７点を「生徒会」の目的とし
て取り上げている。

１�．第一の目的は、生徒をして、民主社会に
おける生活様式に習熟せしめることである。
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〈中略〉
２�．第二に、生徒は、会議を開く多くの技術

を習得しなければならぬ。〈中略〉
３�．生徒会は、高い道義的水準を打建てるこ

とを目的とする。〈中略〉
４�．生徒会は、生徒の学力向上に務めなけれ

ばならぬ。〈中略〉
５�．生徒会は、学校及び社会における指導者

の養成を目的とする。〈中略〉
６�．生徒会は、生徒たちに、お互を知り、理

解する機会を与えることを目的とする。〈中
略〉

７�．生徒会は、学校活動全体のプログラムに
従つて、特殊教科活動を十分に発展させる
ことを目的とする47）。

以上の目的論を概括すれば、『手引』において、
生徒会は第一に、民主主義の学習との関連で把握さ
れている、といえる。これは、別の箇所で、生徒会
は「民主主義の見地から最も重要なものであ」ると
述べられていることからも理解できる。

では、具体的に、生徒会は民主主義の学習に対
し、いかに寄与することが期待されていたのか。『手
引』によれば、生徒会は、生徒一人ひとりに「規則
規定を遵守し、その権威を維持するよう努力」させ、

「学校の一般問題解決」にむけて民主的（議会的）
方法48）を取らせることを求める方法であり、また、
一連の活動を通じ「学校生活を一層内容の充実した
民主的社会生活」へと発展させるもの、として意義
づけられる。更に、生徒会には、以上の環境形成を
通じ、生徒の「善良な市民、有能な指導者の資格を
養」い、最終的に「責任を負担し、社会の進歩に貢
献することのできる、民主的社会人」へと「陶冶」
することも期待されていた。

こうした意義・目的論もまた、前述の公民教育構
想の発展として把握できる。構想段階ですでに、生
徒会的活動は、民主社会における公民育成のための
教育方法として、特に、「社会の発展と進歩」に対
する「自分の義務を果たす態度」を養うための活動
として意義付けられていた。上述した『手引』の意
義・目的論は、これをより詳細に論じたものといえ
る。

最後に三点目、すなわち生徒会は、いかなる組織
のもと運営され、その活動内容はどのように決定す

るものとされていたか、について。
まず組織に関して。『手引』において、生徒会は、

学級またはホームルームを基本構成単位とすること
が第一に言明される。また、生徒会は、この学級ま
たはホームルームから選挙された学年単位の委員、
及び、全校生徒から直接選挙によって選ばれた「中
央委員会又は協議会の役員」により構成される。こ
のように、学級またはホームルームを基盤とし、選
挙によって代表を決定する生徒会組織は、第一節で
見た萌芽的構想をより具体化したものと把握でき
る。また、今日多くの学校で実践されている生徒会
活動にも基本的に受け継がれているものでもある。

次に活動について。『手引』によれば、上述の組
織を有する「会は、民主的に下から建設されねばな
らない」という。これは、生徒会を構成する各委員
が、学級またはホームルームから選挙によって選出
されることをさすのみならず、その活動計画を、生
徒たちにより身近な「生徒の生活圏内にある問題」
から作ること、作成された計画は、役員のみで審議
されるのではなく、「全校会に提出され、審議決定
され」ることをも含意している。

このようにして、計画・実行される生徒会の活
動、およびそれを通じて得られた生徒の意見は、常
に「校長及び教師たちの承認を得てはじめて有効と
なる」。これは、「外部の社会に対して学校に関する
責任は、主に、校長及び教師たちの担うところであ
るから」であり、ゆえに、生徒会の活動範囲は「学
校の一般問題解決に協力す」ることに限定される。

以上の議論を踏まえつつ、『手引』は、生徒会の
活動例として、「学校における善い行いの奨励」、「保
健衛生」、「学校図書館の運営」、「クラブ活動の調
整」49）などをあげる。

こうした活動論もまた、基本的には、第一節の萌
芽的構想にすでに見られたものであるが、活動計画
の策定方法や、実際の活動内容について、具体的に
述べた点に『手引』の生徒会論の特徴があるといえ
る。

以上から明らかなように、『手引』の生徒会論は、
47年学習指導要領までの萌芽的構想にみられた基本
線を受け継ぎつつ、上述の課程化を経て、生徒会を
社会科の一単元の活動例から、一般的普遍的な活動
例として課程内に位置づけ直し、より具体的、かつ
詳細な議論へと発展させたものであった、といえ
る。
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おわりに

本稿では、1945年９月以降の公民教育構想から、
49年２月の『新しい中学校の手引』発刊までを検討
期とし、文部省における生徒会論の成立過程と内容
を確認してきた。以上の議論から、同時期の生徒会
論として、本稿は以下を結論として提示する。

まず、後の生徒会につながる生徒組織は、米国進
歩主義教育の方法にならった新たな公民教育のため
の方法として紹介された。この生徒組織は、最終的
に47年学習指導要領における社会科の教育方法の一
例として、教科課程の内部に組み込まれた。この生
徒組織は、「社会の発展と進歩」に対する「自分の
義務を果たす」ような公民的態度を養うことを目的
とし、校長や教員の指導のもと、許された範囲内で
生徒たちが、自らに関する問題の管理に自主的に取
り組む活動として位置づけられた。

学習指導要領発表以降、文部省では、新教育の内
容・方法の具体化・精緻化作業が開始された。生徒
会論の構想も、こうした作業の一環にあった。『新
しい中学校の手引』発刊に至る一連の作業におい
て、上述の生徒組織は、学生運動の影響を受け「生
徒会」と呼称されるようになり、社会科の一環から、
新たに「特殊教科活動」として、より一般的な課程
内活動へと位置づけを変更した。しかし、基本的な
意義・目的論、活動範囲の規定などは、47年学習指
導要領までに紹介された形式を踏襲していた。この
時期の生徒会論は、初期の議論の基本線を継承しつ
つ、具体的な活動論・組織論などを説くものであっ
た。

最後に、本稿の課題について。本稿は、文部省内
の動向に限定した議論であったため、生徒会的組織
の普及に際して、大きな影響を及ぼしたことが報告
されている都道府県軍政部内の動向に言及できてい
ない。実際に各地の中等学校に広まった生徒自治会
＝生徒会の基礎を確認するためには、文部省におけ
る生徒会論のみならず、こうした都道府県軍政部教
育担当官たちが共有していた生徒会論、及びその背
景にあった米国進歩主義教育における生徒会論を確
認する必要がある。こうした研究と本稿の考察を総
合することにより、日本における生徒会論の成立過
程をより全体的に把握することを期待できる。この
点は次稿以降で取り組みたい。
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